第３回大阪府観光客受入環境整備の推進に関する調査検討会議　議事録
　　　　平成２７年７月２７日　月曜　１５：００～１７：００

　於：　プリムローズ大阪　２階「鳳凰（東）の間」
司　会　　
お待たせいたしました。それでは、お時間になりましたので、ただいまから第３回大阪府観光客受入環境整備の推進に関する調査検討会議を開催させていただきます。
私は、本日の司会を務めさせていただきます大阪府府民文化部都市魅力創造局企画・観光課の浅田でございます。よろしくお願いいたします。

初めに、本日の会議でございますが、現在、福島会長、角倉委員、高橋委員、田中委員、以上４名の委員にご出席をいただいておりますので、会議規則第４条第２項の規定により、本会議は成立しておりますことをご報告申し上げます。

また、佐藤委員、武内委員、玉岡委員におかれましては、本日どうしても日程調整の都合がつかなかったということで、やむなくご欠席ということでございます。

続きまして、次に本日の会議資料の確認をさせていただきたいと思います。
まず、本日の会議の次第がＡ４縦で１枚、委員名簿がＡ４縦で１枚、別紙といたしましてＡ４縦で１枚、資料１－１としましてＡ４縦で１枚、資料１－２としてＡ４縦で１枚、資料２としてＡ３横で１枚、参考１としてＡ４横のホチキスどめが１部、参考２といたしましてＡ３横で１枚、以上、８種類の資料をお配りいたしております。配付資料は以上のとおりでございますが、不足などはございませんでしょうか。
それでは、早速ではございますが、議事のほうに移らせていただきたいと存じます。
ここからの議事の進行につきましては、福島会長にお願いいたしたいと思います。よろしくお願いいたします。

福島会長　　
皆様、こんにちは。今日はお忙しいところご参加いただき、ありがとうございます。
先ほど言いましたが、委員の７分の３が女性ということで、非常に多様性に富んだ委員会ですが、残念ながら今日は男性陣だけということですので、ひとつまたよろしくお願いしたいと思います。
それでは、議事の進行をさせていただきたいと思います。

議事に入らせていただく前に、本検討会議のスケジュールにつきましてご相談をさせていただきたいと思います。別紙をご覧願います。

第１回検討会議におきまして、スケジュール等をご了承いただきましてここまで詰めてまいりましたが、途中やむなく本検討会議を１回開会できませんでしたので、中間取りまとめに向けまして若干のスケジュールの見直しをしてはどうかと考えておりますので、事務局のほうからご説明をお願いしたいというふうに思います。

事務局：大河内参事　　
都市魅力創造局企画・観光課の大河内でございます。

ただいま福島会長のほうからお話しいただきましたとおり、本検討会議のスケジュール案につきましては第１回検討会議でご了承いただきまして、変更の必要が生じた場合、その都度ご相談をということになってございました。当初は、８月中旬を目途に６回程度検討会議の開催をお願いいたしまして、中間取りまとめまで行う予定といたしておりましたが、途中やむなく検討会議を１回開催できなかったことなどから、検討会議の開催機会を確保していただく必要もございますため、中間取りまとめの時期を９月の初旬という形で少し後にずらさせていただきたいということでございます。
なお、中間取りまとめ以降のスケジュールにつきましては、今のところ変更はございません。10月にはパブリックコメントを実施し、その結果や府議会での議論を踏まえてご協議をいただくために、11月に本検討会議の開催をお願いしたいと思っています。その後、最終報告の取りまとめに向けご協議をいただくために、12月に検討会議を開催していただく予定ということでございます。

よろしくお願いします。

福島会長　
はい、どうもありがとうございました。

事務局からのご説明は以上のとおりですが、何かご質問ございますでしょうか。よろしゅうございますか。

（異議なし）
福島会長
それでは、このようにさせていただきたいというふうに思います。

それでは、これから議事に入らせていただきます。

まず最初に、観光客受入環境整備にかかる施策の方向性につきましてご論議をいただきたいと思います。

この議題につきましては前回ご論議をいただきましたが、各先生方から多様なご意見を頂戴いたしましたので、事務局のほうで改めて各先生のご意見を整理の上、資料を作成していただきましたので、早速事務局からご説明をしていただきたいと思います。まず、資料１をご覧いただいて説明をお聞きいただきたいというふうに思います。
事務局：大河内参事
それでは、資料１のご説明をさせていただきます。失礼ながら座ってご説明をさせていただきます。

ただいま福島会長のほうからお話がございましたとおり、前回の検討会議におきまして観光客の受入環境整備に係る施策の方向性をご議論いただきました。その中で各委員の先生方からさまざまなご意見を頂戴いたしまして、事務局といたしまして各先生方からいただいた意見を改めて整理をし、資料を作成させていただきました。

まず、資料１－１の「大阪の観光振興にかかる取組み」と、１－２として「観光客の受入環境整備にかかる施策の方向性について（案）」という形で、２本立ての整理をさせていただいております。

まず、資料１－１、「大阪の観光振興にかかる取組み」といたしましては、前回の検討会議の中で少し大きな視点から、何か大阪府としてのビジョン的なものが必要ではないかということでございましたので、基本的な考え方として、「2020年東京オリンピック、パラリンピックなど、様々な国際的イベントを控え、大阪への観光客を増加させていくために、大阪への誘客を促進する魅力発信等を行うとともに、観光客が快適に滞在するための受入環境整備に関する施策を講じることで、観光客が何度でも訪れたくなる都市をめざす。」という考え方を記載させていただいております。
その考え方をもとにいたしまして、まず、大阪の観光振興に係る施策の柱といたしまして、「魅力づくり及び戦略的なプロモーションの推進」と「観光客目線に立った受入環境整備の推進」ということの２本立ての柱ということで整理をさせていただいております。

その下に、その２本柱の施策に沿いまして、大阪の観光振興に係る取り組みについて主体別の役割を記載いたしております。前回の資料では、大阪府、市町村、事業者等の役割として整理をいたしておりましたが、委員の先生方のほうからは、国の役割も必要ではないか、また中間的な大阪観光局の役割等々も必要ではないかというようなご意見も頂戴いたしましたので、今回は、行政については国、大阪府、市町村という形で分離をして、それぞれの基本的な役割として、そこに記載のとおり、国においては、「ガイドライン等、全国の統一的な取組み方針の提示、各主体の取組みに対する促進・支援」ということで、主には法律等の整備・規制緩和、補助等ということの例を挙げさせていただいております。大阪府の役割といたしましては、「府内の統一的な取組み方針の提示、府域の魅力資源の整備・活用と発信」、括弧書きは例示という形で挙げさせていただいております。市町村、民間等の取り組みに対する促進・支援も国と同様、例としては条例の整備でありますとか規制緩和等を例として挙げさせていただいております。市町村につきましては、「地域の特色を生かし、地域の実情に応じた魅力づくり等の取り組みの実施、地域団体の活動支援、地域住民のシビックプライドの醸成」という形で整理をさせていただいております。
当然、国の取り組みに対する大阪府、市町村、観光局、民間事業者の役割分担でございますとか、市町村の取り組みに対する国や府や観光局、民間事業者の役割分担など、施策を取り組む主体に応じましてそれぞれ役割分担が異なってくるかと思いますので、本資料の中では大阪府が主体となって役割を担う施策に関して、大阪観光局と事業者の役割という形で、そういう形で整理をさせていただいております。

大阪府の役割としての整理の中で、大阪府の取り組みに関して中間的な観光プロモーションを担う組織としての大阪観光局と事業者の役割を、そこに記載のとおりの形で矢印に図示して整理をさせていただきました。

次に裏面でございますが、１－２のほうでは、本検討会議の目的にもございます受入環境の整備に係る施策の方向性ということで、これまでの検討会議でのご議論を踏まえまして４つのカテゴリーごとに受入環境の整備内容を例示いたしております。
まず、「観光客受入のための基盤整備」といたしましては、「多言語対応の強化、観光客が手軽に、欲しい情報を入手できる情報通信に係る環境整備、観光案内機能の充実、設備等の国際標準サービスの提供、宿泊施設の整備、おもてなしの向上・人材の育成、両替、決済環境の改善、観光バス等の駐車場の整備、観光施設等のバリアフリー化」でございます。
府域における「交通アクセス等の容易化・円滑化」につきましては、「搭乗・入国手続の時間短縮、観光スポットをめぐるバスの運行」、「文化・生活習慣に配慮した対応」といたしまして、「ムスリム旅行者を初めとした対応の促進、文化・生活習慣の違いについての観光客・受け入れ側の相互の理解の促進」、「安心・安全の確保」といたしまして、「医療機関、災害・事故等に関する情報の発信、災害発生時の避難誘導対応等」という形で整理をさせていただきました。

説明は以上のとおりでございます。

福島会長
はい、どうもありがとうございました。

ただいま事務局からご説明いただきましたけれども、ただいまの説明に対します質問も含めまして、委員の皆さんからご意見をお伺いしたいと思います。

高橋先生、どうぞ。

高橋委員
３点ほどございます。１つは、これは主要な話ではないのですけども、大阪の観光振興にかかる取組みという最初のこの資料のテーマがあって、その基本的な考え方のところの─これ、確かに大阪府さんの委員会でありますので、2020年東京オリンピック、パラリンピックなどというような表現をされるのはいたし方ないところがあるのかもしれませんが、こういう国際的なイベントということであれば、今、関西経済同友会やあるいは関経連、関西広域連合のほうが議論しているというか、誘致をしましたワールドマスターズゲームズのことが入っていなかったり、あるいは東大阪市ではラグビーのワールドカップなどをするわけでありまして、東京のオリ・パラの関係で関西もにぎわうだろう、大阪もにぎわうだろうということはわかりますけども、やはりこういう関西で間違いなく行われるということに対して、知事、市長が今お立場的に積極的に関わっておられないということは十分に承知しておりますけども、しかし、ここのところをわざわざ書くのであれば、東京オリ・パラを書かなければならないのでしょうか。もっと書くべきものがあるのではないかなというように思えます。
それから、２つ目ですが、観光振興に係る施策の柱のところで、この委員会自身が受入環境の整備をまず議論するというところが主眼だということは理解しておりますので、ここに施策の柱ということで置いていただいたということだけでもいいのかもしれませんが、資料の２以降のところでの議論が受入環境整備の推進と、資料の１－２のところもそういうようなことが主になっておりますので、今後、このプロモーションの推進についても、財源の議論が始まる時点で取り入れていただけるようにしていただいたほうがいいのではないかというように思います。優先順位として受入環境の整備から始まるのだぞということについては、委員会の役割からして理解はできますけども、その議論をぜひないがしろにすることなくお願いできればありがたいなというふうに思います。
それから、これは受入環境整備の推進の中に当然入ることではありますが、資料の１－１の施策の柱のところで、受入環境整備の推進のところで、いわゆるサブテーマ的に観光地における利便性・快適性の向上のための施策というように書いてあります。次の資料の１－２のところでは、受入環境整備の推進は観光客目線に立ったというようなことになっています。ただ、前回の委員会のときに、私だけではなく、玉岡委員もお話しされましたように、受け入れる側の住民の皆さん方の満足度の向上であるとか、あるいは不満の解消とかいったようなことも、今後観光の振興を続けていくにあたって必要なことだというように認識をすべきではないかなというように思いますので、観光客目線というのは当然のことながら、もう一歩踏み込んだところで、特にこれはインバウンドのことを中心に議論しているだけに、文化的な衝突が必ずあるのだということを理解した上で我々は対応していくべきではないかというように思いますので、少しこのあたりの表現ところにご配慮をいただければどうかなと思います。

以上です。

福島会長
はい、ありがとうございました。

では、局長。

事務局：岡本局長
いただいたご意見について少しだけ。３点目のところはそういう配慮をさせてもらいます。１点目のところですけども、これは例示として記載したものでして、特に、例えば2019年のラグビーワールドカップにつきましては、大阪府は開催地の主催者として手を挙げており、東大阪と共同開催をしますので、これにつきましてはあえてここに書けということであれば書けます。
それから、2021年のワールドマスターズにつきましては、ちょっと政治的な動きは別にしまして、大阪府も副会長に就任しておりますので、この３つについて、特に差を設けてここに書いているわけではなくて、本当に字数の関係で書いているだけで、３つ書こうと思えば、いずれも取り組んでおりますので、特にラグビーについては一番取り組んでおりますので、書けます。

それから、２点目のところですけども、これはご理解いただいているとおり、まず中間取りまとめというか、我々は議会がございますので、一旦まず受入環境整備の推進ということで優先順位をつけて検討していただいておりますが、先生のご指摘にございましたようにプロモーションを含めたソフト面につきましても、今後、この会が続いている限りはここの議論を展開していただきたいと思っておりますが、少し、順番といいますか、優先順位ということで、まずここから始めています。もちろんソフトが関わらないわけではございませんので、それはまたこういう議論をしていただけると思っております。
高橋委員
すみません、多分字数の関係とは思いながらも、誘致の現場におりましたものですから、裏側を知っておりますと、わざわざ書いてはいけないのかと思いまして、申しわけございません。
事務局：岡本局長
ラグビーは特に主体でやっていますから。

福島会長
関西ワールドマスターズゲームズも、一応形では入りましたので。府的には整理がついているのですよね。

事務局：岡本局長
ついています。大丈夫です。

高橋委員
一番人が泊まってお金が落ちるのは大阪市内に決まっているのですよ、ワールドマスターズゲームズもですね。ですから、そのあたりのことを意識した上で、他の府県市のところにも影響が及ぶようなことを、主導的に大阪府さんがやっていただくという意味も込めて、僕は意思表明をしてもいいのではないかなというようには思います。
福島会長
今、高橋先生ありました大阪の魅力づくり、それから戦略的プロモーション、これは、時間があまりありませんので、次回できたら少し議論していただくような材料なりを出していただければと思います。よろしゅうございますか。
事務局：岡本局長
はい。
福島会長
では、田中先生。

田中委員
念のためにというか、少し確認ということで、ちょっと２つほどご質問させていただきたいと思います。
１つは、１－１のところの主体別の役割のところで、大阪府の最後のダイヤ（◆）について、市町村、民間等の取り組みに対する促進・支援ということで、条例等の整備というのは、これはこれで十分理解可能です。しかし、その次の規制、補助等の規制緩和というのは、現状を十分理解していないところもあるのですが、今の大阪府として規制を緩和しないといけないというような問題があるのか、もう少し一般的に民間活力を推進していこうと、そういう意味合いでおっしゃっているのか、こういうことを提言される際の前提になるものがどうなのかということを、今まではあまり議論がなかったような気がするので、少しお話し願えればありがたいというのが１点です。
もう１点は、これはひょっとしたら好みの問題で、言うべきか言うべきでないのかというのはちょっと私も悩んでいるのですが、同じく主体別の役割のすぐ右側の市町村のところにある地域住民のシビックプライドの醸成について、シビックプライドとは一体何なのでしょうか。感覚としては十分理解が可能なのですけども、私はこういう点に関しては極めて愛国主義的で、もっと日本語で説明できないものかというようにも思ったりします。もちろん、今申し上げたとおり、これはある種の好みのような問題なので別にどうということはなくて、ただ、それこそ一般市民や一般府民に言う場合には、もう少しわかりやすい言い方のほうがいいのかなという、そういうような思いで一応申し上げました。以上です。

福島会長
ありがとうございました。

事務局：大河内参事
まず、主体別の役割の中での括弧書きの部分は、事務局でもいろいろ議論がございまして、我々としては特に何かを前提としてここにイメージするというよりも、例えば支援をするときにはこういうこと、例えば規制緩和ですと今後何か実際に施策としての取り組みを始めるというアクションを起こす中で、例えば関係団体、業界等々から、何かが足かせになっていて、それを緩めることによってそういう観光振興が図れるなどそういうものがあったときには、そういう対応も行政としては必要ではなかろうかということで、当然、ここの条例、国のほうの書きぶりとほとんど合わせているのはそういう趣旨でございまして、特に今何かをイメージしているということではございません。
あと、シビックプライドの件につきましては、これまでも行政用語においても横文字はわかりにくいと言われておりますので、またわかりやすい表現に努めたいと思います。

福島会長
これを日本語で言えばどうなるのですかね。僕はシビックプライドというと何となくこんなものだと思っていましたけど。
高橋委員
多分、また英語になってしまうのですけど、アイデンティティーは何なのかということを、もう一度ちょっと確認したほうがいいのではないかと、そういう意味かと思います。ただ、そのアイデンティティーも、多分、田中先生からすると許されないお話かもしれません。
田中委員
難しいです。感覚は非常によくわかるのです。言いたいことは十分に理解できます。それをどう表現したらいいかは、ちょっと難しいなというふうに思います。
事務局：大河内参事
一般的に、観光についてよくご意見といいますか、いろいろな関係機関ともお話しする中で、やはり、地域の住民の方々が、自分の土地というか自分の住んでいるところに誇りとか愛着とかそういうものを、言うまでもないのですけど……
田中委員
そういう表現のほうがいいですね。誇りとか愛着……

事務局：大河内参事
持っていただくことこそが、観光資源として─住民が誇りの持てない街というのは、やはり観光客にも魅力を感じないというようなことで、一般的には、何か要約するとこういうふうな表現を使うのかと……申しわけございません、また表現は工夫させていただきます。

高橋委員
会長すみません、補足の質問をしていいですか。

今の田中先生のご質問のところの条例等の整備や規制緩和、補助というのは、例えば基本的な考え方にラグビーワールドカップなどが入ってくるということになると、東大阪市においては宿泊施設が５軒しかありません。結局、自分たちで誘致しながらも、最終的に宿泊をするということになると、近鉄の奈良線沿線上の上本町であるとか、あるいは難波のほうであるとかにということになってしまわないようにするために私は、国家戦略特区法の第13条については、少なくとも観光にかかわっていることでもありますので、そういう議論を私はまともにやるものだというようにこの文脈の中で理解をしておりました。といいますのは、旅館業法の適用除外の問題でありまして、反対意見というのは当然出てくるだろうとは思います。ただ、国のほうも、６月末の規制緩和の中にあっては、国家的なイベントについては、国家戦略特区法があろうがなかろうが適用ができるのだというようなことを厚生労働省のほうの見解として出したり、あるいは、少なくとも大阪、京都府、それから兵庫県においては、せっかく戦略特区にあがっていながら観光のことのまともな議論もされないままで、それが捨ておかれているという状況に対しては、やはりそれは何らかの回答を出していくということのほうが必要ではないかなと思います。もしイメージがないということであれば、逆に私は、少なくとも国家戦略特区法に関する条例の整備、規制緩和ということについては、お進めいただくべきではないかと思います。
福島会長
では、大河内さん。

事務局：大河内参事
高橋先生のおっしゃることも我々としては十分認識をした中で、少し言い訳がましいのですが、特区の件につきましては、私ども大阪府としては、いわゆるそれは縦割り行政と言われてしまえばそれまででございますが、他部の所管にかかわる事項もございますので、あえてこういう公式の検討会議の中でそこまで踏み込んだご発言をさせていただいていないということで、ご理解を賜ればと思っております。
福島会長
では次、角倉先生。
角倉委員
今、高橋先生、田中先生、ご質問といいますか、お話をされまして、本当に、ここを申し上げようかなというところをまさにおっしゃられたというところであります。
繰り返しという形で大変恐縮なのですけども、私も、基本的な考え方という部分で、ラグビー並びにワールドマスターズゲームズ、ラグビーは、大変私ごとですが、私はラグビーがスポーツの中で最も好きなスポーツでございまして、こちら関西で行われるというのは私の個人的なところからも非常に楽しみにしている、当然外国から多くの方がいらっしゃる、ワールドマスターズゲームズに関しては恐らくそれ以上の方々が、関西という形ではありますけれども、来られるであろうというところで、私ども協会においても、ＪＡＴＡ関西支部の支部長がこちらのたしか常任委員ですかね、にもなっておりますし、ぜひともこの中に入れ込んでいただければなと、そのように思います。
あと、これも先ほどの繰り返しの部分になろうかとは思いますが、規制緩和というところで、こちらは事業者に対しての規制緩和、支援等という形になってございます。私どもの立場からいきまして、やはりこの事業者というのが協会も管理会社も含めてここに関わってくるところかと思います。ぜひとも規制緩和ということは進めていただきたいと思っているのですけれども、私も不勉強で恐縮なのですが、現在、例えば大阪府さんとして、具体的なところで規制緩和という部分を何か考えていらっしゃるというか、想定をされているところが具体的にあるのだろうかというのをお聞きできればというところでございます。

あと、最後なのですけれども、先ほど高橋先生もおっしゃられました受け入れ側、大阪府でいいましたら府民ということでございますが、本当に私もおっしゃるとおりだと思っております。よく事例で挙がったりいたしますのが、北海道でニセコというところがありますけども、あそこは非常に雪がすばらしくて、特に雪がないところからの外国の方が多く見えて、いわゆる訪日の皆さん、外国人旅行者の受け入れに関して非常にうまくいっているところだと、私はそのようにお聞きをしております。そこは、町を挙げて小中学生から笑顔で外国の皆様をお迎えすると、それが全体としてできているというようにも聞いております。大阪府、大変もちろん大きいわけですから府民全員がというわけにはいかないでしょうけれども、相互理解のもとでそのような形でなる施策といいますか、そういうこともやはり考えていく必要があるのではないかと、そのように思っております。
以上でございます。

福島会長
はい、ありがとうございます。事務局で、今の規制緩和のところについて、何かありますか。

事務局：大河内参事
先ほど高橋先生のほうからお話があった件は、大阪府としてそういう公式の場において、知事が検討をというご発言もございますので、それについて検討しているということはこの場でもお話はできるかと思います。特にそれ以外の部分については、先ほど申し上げさせていただきましたとおり、今後、大阪府が観光振興施策を具体的なアクションとして考えていく中で、何かご意見、ご要望等があった中での検討というふうな形になろうかと思っております。
福島会長
どうぞ。

事務局：岡本局長
受入環境整備というか、今、高橋先生のおっしゃった旅館業法の特区や条例改正などは、ここで議論をし出すと大変広がり過ぎてしまいます。これを私どもの資料としてつくり、観光振興をするとしても、特区を専門にやっているところが既にいろいろ検討しております。また、立ち入り権限やそういうものが今はないものですから、立ち入り権限がなかったらどのようにして安心・安全のことを守るのかということなどが地域にありまして、そういうものを国とクリアして条例をつくっていくということを既に進めております。
それから、今は確か、10泊泊まらなければいけないのですが、それでは少し長いので、短くできるのかとかいうことで、これはまた別の部門で積極的にそういう形で進めております。そうしないと、ラグビーワールドカップだけではなく、今の観光客の増大に追いつきませんので、あらゆるものを活用するということで進めております。
福島会長
はい、どうぞ。

高橋委員
局長のおっしゃっていることはよく理解しています。私が、ここでわざわざ取り上げましたのは、今後財源の議論を始めるときに、いわゆる徴収義務を持っていただくような皆さん方にとって、マイナスになる可能性のあるものというのはこういう規制緩和の問題でありますよね。ただ、国家戦略特区のほうは、ご指摘のように10泊を７泊にするぐらいのところしかまだ下がっていませんが、ただ、国家的なイベントがあるときなど、こういうような注釈がつくものについては、厚生労働省のほうの見解のほうは変わってきているわけであります。そういうようなことなどを議論しないままに財源の関係の話を始めたときに、徴収義務をしていただく可能性のあるような皆さん方と関わりのあるものを、ここの場で議論するのか、それとも何もしないでスルーしていったほうがいいのかどうかということについては、非常に関わりのあるような問題だけにどうかというように思いましたのが１つです。

角倉委員がおっしゃるのかと思っていたのですけど、規制緩和の問題でいきますと、バスの配車区域の問題などを含め、多分業界要望がたくさん出てくるのだろうと思います。そうでなければわざわざここにこういう文言を書かないほうが逆にいいのではないかと思います。ただ、私は、こういうようにお書きになられたというのは、そうしたようなことも議論された上で、だけども必要なのだというような、非常に正面からこういうような課題に向き合われるという、そういう姿勢なのだろうというふうに思いましたので、それであればこそ私は、やるべきというか、その意見交換をしておくべきということではないかとは思いました。
福島会長
どうぞ。

角倉委員
高橋先生がおっしゃられましたバスの件なのですけども、バスの件に関しましては、すみません、今先ほど私は申し上げなかったのですが、今ちょうど、国ですね、近畿運輸局のほうと、訪日に関する部分で2,000万人の受け入れに向けた協議会に参加をしておりまして、その中で配車に関する現時点での規制に関する話は、私ども協会のほうからも、バス協会とのいろいろ話し合いをし、要望として上げているというところでございます。

福島会長
岡本さん、観光バスについて、駐車場の問題は警察が絡んでくるわけですが、規制側というのか、ちょっと言い方はよくわかりませんけど……。
事務局：岡本局長
主は近畿運輸局ですね。

福島会長
あ、近畿運輸局。

事務局：岡本局長
はい、国土交通省ですね。

福島会長
はい、わかりました。他、何かよろしゅうございますか。大体、皆さんのご意見をいただきました。

大阪が今後、観光都市として発展していくためには、これは日本人、外国人問わずですが、安定的に観光客を誘致・集客するための大阪の魅力づくりと戦略的なプロモーションの推進ということと、お客様が大阪に来られて、またもう一度ぜひ大阪に行きたいと言っていただけること、これはどちらかというとお客様目線ということ、それから、先ほど出ていますが、一方受け入れるほうの府民が観光客を迎えられてよかったと、これはさきほど出ていましたシビックプライドみたいなものですけど、そういう双方向から、一定の受入環境の整備が重要であるということで整理をさせていただきたいと思っております。

一応、皆さんから今ご意見をいただきましたので、事務局のほうで少し整理をしていただきますが、本日のところは、この検討会といたしましては、議論を進める必要もありますので、この資料１－１と１－２、これを踏まえまして、次の議題であります観光客の受入環境整備にかかる事業イメージに移らせていただきたいと思います。よろしいでしょうか。

（異議なし）
福島会長
ではそのようにさせていただきたいと思います。ここは少し、もし補強があれば、次回にしていただければと思います。

それでは、本日２つ目の議題であります観光客受入環境整備にかかる事業イメージにつきましてご論議をいただきたいと思います。これは資料２でありますけど、事務局のほうから説明をしていただきたいと思います。

事務局：大河内参事
それではご説明をさせていただきます。申しわけございません、また座ってご説明をさせていただきます。

まず資料の２でございますが、資料１－１でお示しをいたしました４つのカテゴリーの受入環境の整備内容につきまして、行政が主に主体である取り組み施策のうち、取り組みにあたっては今後新たに事業費等として財源措置が必要になるのではなかろうかと考えられる施策を主に抽出して、例として列挙したものでございます。

それぞれの施策例につきましては、具体的な事業がイメージできますように、既に他の都道府県や市町村が取り組んでいる事業を参考として記載をさせていただいております。

なお、一番右端に記載の事業規模につきましては、各自治体のホームページでありますとか、電話での聞き取りで確認をさせてはいただいたものです。ただし、そこにつきましては単年度の数字でありますとか、複数年度、計画全体そのものの数字ということで、少しそこにばらつきがございますので、ご了承をお願い申し上げたいと思います。

それでは、個々の施策例についての事業イメージを記載いたしておりますが、それについて上から順に簡単にご説明させていただきたいと思います。

まず「１観光客受入のための基盤整備」としての「多言語案内表示ガイドラインの策定」ということで、事業イメージといたしましては多言語案内表示ガイドラインの策定ということで、施策例そのものの表現でございます。これにつきましては既に東京都さんのほうが取り組んでおられまして、国内外旅行者のためのわかりやすい案内サイン標準化指針ということでございます。既に平成26年のときに東京都さんのほうではこういう指針をおつくりになっておられるようでございますが、平成26年３月に観光庁のほうでガイドラインが策定されたことを踏まえまして新たに改定をしたというようなものでございます。事業規模としては、基本的に事務費的なものということで横バーを引いておりますが、若干その辺の事業の経費がかかっておるというような状況でございます。
その下、「多言語ガイドブックの充実」の施策例に対しましては「多言語ガイドブックの作成」ということで事業イメージを記載させていただいております。前回の検討会議の中でウェブのご意見も頂戴いたしましたが、とりあえず事業イメージとしては多言語ガイドブックの作成ということで整理を今のところはさせていただいております。これにつきましては、他の都道府県、市町村等々もかなり取り組まれておりますので、一番、私どもが取り組んでおるものを事業イメージということで記載をさせていただいております。現在、観光局のほうでは５言語の対応となっておりますので、これを東京都さんと同じぐらいの８言語ということにした場合の試算ということで、事業規模をかなりざくっとした数字で入れさせていただいております。

その下、「無料Ｗｉ－Ｆｉの利用環境整備の拡大に向けた支援」につきまして、事業イメージはそのまま「Ｗｉ－Ｆｉの設置拡大」ということで、これにつきましても、私ども、今年度大阪府のほうで取り組んでおりますOsaka Free Wi-Fi設置促進事業というものについて記載をさせていただいております。これにつきましては、国の交付金等を活用した今年度の事業費ということで１億4,800万という数字を書かせていただいておりますが、一応あくまでも今後のことということでどうなるかわかりませんが、一応そういう形で記載をさせていただいております。
あと、「観光案内所の拡充・機能強化支援」につきましては、「観光案内所の運営補助」、これにつきましても大阪観光局のほうで実際に取り組んでいただいております梅田と難波のランニングコスト等について、事業規模を参考までに上げさせていただいております。

その下の「観光案内所の整備」につきましては、東京都さんのほうが今年度以降、東京オリンピックに向けましてかなり受け入れ環境の整備の取り組みを図られるということで、新宿駅の南口のほうに新しく観光情報センターを整備されるということで、その経費を一応１億ということで、電話で聞き取った数字を入れさせていただいております。

あと、「観光案内板の整備支援」につきましては「多言語表示観光案内板整備補助」ということで、これは愛知県さんの多言語表示観光案内板整備事業費補助金ということで、これにつきましては市町村の観光協会に10分の10という形で補助事業を実施しておられるということで、参考までに記載をさせていただいております。

あと、「ボランティアガイドスキルアップ・活動支援」、事業イメージとしましてはボランティアガイドの人材育成ということでございますが、「ボランティアガイドの人材育成」につきましては他の都道府県におきましてもいろんな形で取り組まれてはおるようでございますが、事業イメージとしましては、東京都さんのほうが観光ボランティアの活用事業ということで本年６月から、週末、金曜日、土曜日、日曜日の朝の11時から５時ぐらいまで、新宿駅の西口周辺と上野駅の周辺で観光ボランティアが２人一組となってチームで案内をしているという事業がございまして、これに要する費用を聞き取ったものを記載させていただいております。
その下、「ＩＣＴを活用したおもてなし対応支援」といたしまして、まず事業イメージの上、「宿泊施設等における24時間通訳コールセンター業務」でございます。これにつきましては、京都市さんを中心に京都府さんでありますとか滋賀県さん等々も取り組んでおられるということでございます。電話でコールセンターに電話をすれば通訳していただけるという事業でございますんで、費用的にはそれほどかかっておりませんが、今後、パソコン等を利用したものでございますと若干もう少し費用的にはかかってまいるかというふうな状況でございます。
その下の「デジタルサイネージの整備」でございますが、東京都のデジタルサイネージを活用した観光情報提供事業ということで、2020年度までに東京都さんのほうでは約100カ所のデジタルサイネージ、100カ所といいますか100個整備するということで、大体５カ年で１年当たり約20カ所程度の整備をどうも今検討されているということでございまして、年間約１億程度の事業を見込んでおるというような状況でございます。
「飲食店における多言語対応の支援」という施策例に対する事業イメージは、「多言語メニュー作成支援システムの導入」ということで、これも東京都さんのほうで既に取り組んでおられます。東京都さんのほうの観光財団のほうのウエブサイトに、新たにこういう多言語メニュー作成支援ウエブサイトを立ち上げられまして、東京都内の飲食店等がそこにアクセスすることによって多言語メニューが作成できるというサイトでございます。これにつきましては、イニシャルコストとして東京都さんのほうではおおむねこの程度の費用がかかったということで、それを参考までに記載をさせていただいております。
その下、「観光地トイレの整備支援等」につきまして、まず「観光公衆トイレの整備補助」、これは和歌山県さんのおもてなしトイレ大作戦ということで、今年度、わかやま国体に向けて平成25年度から今年度まで３カ年ほど集中的にそういう観光の受け入れ環境について取り組まれたということで、３年間で15億ということでかなり集中投資をなさったということでございます。おおむね500カ所以上、トイレについて整備をされたというふうに伺っております。

その下の「観光地トイレの維持管理費用助成」ということで、京都市さんのほうの取り組みでございます。観光地トイレということで指定をしたトイレに関しまして水道代等の維持費を負担するということで、今年度からはそこの維持費の上限も少し上げて、さらに補助といいますか、取り組みを強化するというようなところでございます。
その下、「宿泊施設の受入拡充のための支援方策の検討」といたしまして事業イメージを３つほど列挙させていただいております。

まず、「簡易宿泊所設備改善補助」といたしまして大阪市さん、これは西成特区構想の一環としての事業でございますが、簡易宿所の設備改善について補助事業を設けられておられるということでございます。

その下の「宿泊施設への融資制度創設」ということで、これは奈良県さんが宿泊施設数が少ないということで誘致に過去から取り組んでおられるようでございますが、これに関しまして、優遇税制ということで、立地に伴う不動産取得税や事業税等の軽減措置と、あと、制度融資ということで無利子等による制度融資、実際、宿泊施設の開業等に伴います制度融資の制度を設けておられるということでございます。
その下、「宿泊施設バリアフリー化補助」でございます。これも東京都さんのほうで実際の宿泊施設のバリアフリー化に対して、施設整備としてはおおむね500万円を上限に２分の１以内での補助制度を設けておられるということで記載をさせていただいております。
「観光バス駐車場確保のための支援方策の検討」につきまして、事業イメージは「観光バス駐車場の確保」でございます。これも大阪市さんのほうで今年度、新今宮の市有地につきまして観光バスの駐車場整備を図られるということで予算措置がされておりますので、それを参考までに記載をさせていただいております。

「交通アクセス等の容易化・円滑化」でございまして、「観光周遊バス等の運行への支援」でございます。事業イメージは「定期観光バスの運行補助」でございまして、これにつきましてはかなり各地方自治体で取り組まれておるようではございますが、一番身近なものでありますと、大阪府内の堺市さんのほうの例を堺まち旅ループということで事業をされておりまして、それに対して一部市のほうが補助をされておられるということで記載をさせていただいております。利晶の杜の整備に伴って堺市さんのほうが観光ループバスをこの３月から走らせておられるようなのですが、お聞きいたしますと通常の路線バスとあまり変わらないやり方なのですが、とりあえず観光場所を転々と回るような形で、定額制ではなくて、何か１回乗るごとに通常のバスと同様220円を払うというような制度を設けておられるようで、他団体では、一般的には定額で乗り降りが自由にできるとかというようなそういう制度もあろうかと思います。
その下、「文化・生活習慣に配慮した対応」、「府民のおもてなし意識の向上」でございますが、これにつきましては福井県さんのほうで取り組まれておられます外国人観光客へのおもてなしということで、「おもてなしハンドブックの作成」というものを施策の事業イメージとして記載をさせていただいております。福井県さんのほうではかなり以前に、ＪＩＣＡといって観光振興というよりもちょっと国際交流的な視点でどうも中でこういうおもてなしハンドブックをつくられたということでございますので、事業規模としてはおおむね事務費程度の額であると聞き取りでお教えいただいていますが、他団体ではハンドブックそのものを作成委託みたいな形で公募にかけられたりしているところではもう少し費用がかかっておるようなことも聞いております。
「安心・安全の確保」につきまして、施策例といたしましては「施設の耐震補強への支援」、この事業イメージとしましては宿泊施設の耐震化補助ということで、京都府さんのほうが旅館等の耐震化緊急支援事業費補助ということで補助制度を設けておられますので、それを参考に記載をさせていただいております。

あと、「観光客の避難誘導対策の検討」ということで、事業イメージは観光客避難誘導計画の策定でございます。これは京都市さんのほうで京都市帰宅困難者観光地対策協議会というところでご議論をされています。現在、清水・祇園地域と嵯峨・嵐山地域の２地域をモデル地域的に指定をされ、それぞれの２地域について帰宅困難観光客の避難誘導計画をおつくりになられたというようなことでございます。

簡単ではございますが、説明は以上のとおりでございます。
福島会長
はい、ありがとうございました。
今のご説明いただきました資料２ですが、これをベースに、１つは、ほかに取り組むことがないのかということの視点や、せっかくやるわけですから、大阪らしい、大阪のオリジナリティーのような独自の取り組みやアイデアはないか、それから、先の話ですが財源の問題もありますし、優先順位、プライオリティー、そういったところを含めて少しご意見をいただければと思いますので、じゃ、これも高橋先生からよろしゅうございますか。

高橋委員
事業イメージで書いていただいているのは、本当、いろいろメニューをお探しになられるのに大変だったのだなというように理解しておりますが、こういう事業を各自治体の皆さん方のところで既になさってらっしゃるということであれば、いわゆる事業評価を受けて、なおかつそれに耐え得る可能性のあるようなものというのをここに書き出されるほうが、読む側の納得感があるのではないのかというように思います。行政評価のようなものというよりも、対象となる事業者の皆さん方が、これをしてもらってよかったと言っているものなのか、それともそうでないのか、やはりそういういい評価が出ているものをまずは取り上げるということが大事なのではないかというふうには思います。といいますのは、私たちが、こういうような受入環境の整備をするにあたっても、何らかのやはり原則というのか方針をちゃんと持たなければいけないのではないかと思うのですが、１つは持続可能なものなのかどうなのかというのはやっぱり確認しておきたいことです。一回だけしたところで、実は何の評価にもなっていないということなのか。国体にあわせて和歌山県さんはなさったということではありますので、そもそも趣旨が違うのかもしれませんが、京都市さんのなさっているやり方だと400万で済みますが、和歌山県さんだったら15億3,200万かかります。やはりつくるだけではなくて、今後の清掃費の問題など含めて考えて、こういうようなやり方がこれからも持続可能なものなのかどうなのかということだと思います。京都市さんのほうが、こういうように比較で見せていただくと、なるほど観光客の方がふえてきてトイレがないから、トイレ貸しますというような旗が出ているのかステッカーが出ているのかはわかりませんが、そういうのがなされていて、そういう方々には、清掃の、掃除の手間はかかるかもしれないけども水道代ぐらいは出しますよというやり方のほうが、それを受け入れる市民がいるというところもすごいと思いますが、持続可能ではないかというように思えるのですね、費用面からいきましても。
それともう１つが、本当にこういうことをやって民間で受益者がないのかということです。これは前回もお話し申し上げたようなことなのですが、受益者がはっきりしていることはできる限り、それは不動産の所有者であったり事業者であったり、こういう皆さん方が本来なさるべきものであればそうしていただくべきものだろうと思います。本当に受益者がいない、だけど観光客目線で考えれば、あるいは住民の満足度の向上のところで考えればやらなければならないということが１つの方針として取り上げられ、こうした事業イメージが出てくるということが大事なように思います。

すみません、以上です。

福島会長
じゃ、どうぞ田中先生。

田中委員
私も、あまりこういう事業イメージに対する自分のアイデアというのは十分でないというのを承知の上であえて、感想めいたものになりますが、申し上げます。
私は、やはり１つは、行政が関与するということでいくと、市場のベースではできないそういうものが、行政が関与するという点では重要だろうと思います。例えば、安心や安全の確保というのは、これは通常の採算ベースやそういうのでは間に合わない話なので、やはりそういう生命や安全に関するようなものに関して、これはパブリックなものとして、それはある意味では地味で、目立たないけれども、やはりこれはしておく必要があるだろうという、そういうような気はします。なかなか何が公共性・公益性が大きいかを判断するのは、そんなに簡単ではないのですけども、そういう公共性・公益性という、つまり行政しか、とまでは言えないにしても、特に行政が関与することによってしかできない事業は何なのかという視点から、少し整理をすることができればいいのではないかというのが１点です。

それともう１つは、民間の事業とのすみ分けのようなところで、負担の問題にもかかわってきますけども、大きくざくっと言ってパブリックと民間とが大体どのぐらいの割合で進めればいいのかという、その割合は結局何をするかによっても変わってくるとは思いますけども、少しそのあたりのバランスというか、そういうふうにして公も民間もみんなでそれを支えていく、あるいは関係する市民もそれを支えていくという、この事業を支えていく財源のバランスのようなものについても絶えず、事業の内容等の議論をする際に、少しコインの裏表みたいな格好で意識をすることが必要ではないかというように思います。それが２つ目です。
３つ目は、こういう事業の継続性にも実は関係すると思うのですが、今、大阪がどういう環境整備をするかということについていろいろ考えれば、あまりにも急激な観光客の増大という、ある種緊急避難的なというか、今何とかしないといけないというような、そういうものもあるかと思います。ということは、もちろん大局的、長い目で見ると観光客におもてなしするというそういう精神は当然だとはいえ、やはり緊急避難的に、少し語弊があるかもしれませんが、こちらがそんなにたくさん一気に来てほしいとは思っていないのに急にお見えになるということについての、一種、強いていうと原因者負担的なもので、一部今の緊急的なものについての状況についてはある種負担を願うというような、そういう要素もあり得るのかなという、そういうような感じもします。もちろん、それがもう少し長期的になれば別にそれはということになると思いますが、やはり急激にいろんな、特に観光行政の対応がこういう格好で急速に増えるということは、結局公の持っている財源の財源配分が変わってくるわけです。つまり、普通の市民にいろいろ今までやっているものを、場合によってはこういうものに投入しないといけないということになり得るので、そのあたりが今の時点の特性のようなもので、そのために対応しないといけない一種緊急避難的な事業があるのかないのかみたいなそういう点で、やはり少し負担構造についてはある種の配慮が必要と、思いつきの域を出ませんが、今これを見てそういうような感想を持ちました。
福島会長
ありがとうございました。では、角倉さん。

角倉委員
また繰り返しのようになりますけれども、今、お二人の先生がおっしゃられたことは、まさにそのとおりだという前提なのですけども、私もやはり官と民というところで、大阪府さんでなければできないことというのでしょうか、それがまずありきみたいな、ちょっと先走るようなことになるのかもしれませんが、優先順位というところではそういう形になるのかと思います。一方で、いわゆる民のほう、事業者としてでき得ることは、民のほうに一度やらせてみてはどうでしょうか。前回も申し上げたかとは思うのですが、大阪観光局さんがやられている分、それはそれで必要なのですけど、観光案内所のような部分は、現状でいいますとＪＴＢ並びにＨ.Ｉ.Ｓというのが市内あるいは空港、京都でやっておりまして、なかなか数字的には堅調であるということも聞いております。ですので、例えばそういう官と民のすみ分け的なところで、Ｗｉｎ－Ｗｉｎの関係になり得る形で検討していただければというところでございます。
私からは以上です。

福島会長
ありがとうございました。

少し質問したいのですけど、ガイドがボランティアガイドだけ出ています。この前から少しお客さんのリピートが増えてきており、爆買いする人もいますが、もう少し大阪の歴史とか文化とかを本当に楽しみたい人もいます。そうした中で、前回少し出ましたけど、高度の専門知識を持ったガイドが少ないのではないかと言われています。多分、日本の国全体だと思います。逆に、今は日本に来てもガイドはいないから、中国のツアーは中国にいる日本人を相手にしたガイドさんがこちらへ来ているのです。タイでも、消費が控えられているものだから日本のお客さんがタイに行きませんので、タイの旅行業界で日本人を相手にしていたタイ人が日本に来るわけです。その際、言葉は通じるけどいろいろな説明が非常に中途半端だというような問題も出ています。これ特区で、国家試験でなくて、地域地域での特区におけるガイドをつくるというものがあったと思います。このボランティアガイドは別にして、要は専門家ですね、ビジネスとしてやるようなガイドのニーズはあるのではないかと思います。これはではどこがやるかという話になると思いますが、そこはどうなのでしょうか。
事務局：大河内参事
確かに、会長がおっしゃっておられますとおり、そういう限定的な通訳案内士の部分もございます。ただ、ボランティアガイドの人材育成といいますのは、我々的には、会長がおっしゃっておられます実際のガイドとしての役割もさることながら、ある意味で、カテゴリーとしてはおもてなし意識の向上ということで、ボランティアとしてそういうガイドをしていただくことによっての、地域住民としてのおもてなし意識の向上にもつながるという趣旨で各都道府県なりもボランティアガイドという制度として取り組んでいただいているのではないかというふうに理解をいたしております。
福島会長
ボランティアガイドについては、企業さんで海外に出向していた人が定年で退職して、変な言い方、時間的に余裕がある方もいらっしゃるので、そういうのはうまく仕組みを使ってすればいいのではないかと思います。それとは別に本職のガイドさんの育成について、これは角倉さんのところのほうが問題意識というか現状も詳しいかもしれませんが、そういう要はソフトですね、どっちかというと割とハードのことが出ているので、１つ何かそういうのが必要ではないかと思います。角倉さんが一番お詳しいと思いますが。
角倉委員
そこで出てくるケースとして一番多いのは、いわゆる訪日外国人向けのパッケージにおいてプロのガイドが案内していくというところですが、まだまだ私どもの業界として訪日向けのパッケージをつくっているというところがボリュームとして少ないです。それこそＪＴＢさんとＨ.Ｉ.Ｓさんぐらいと思われます。そこにおいて、プロの、当然言葉ができるガイドがまだまだ足りないというのはあろうかと思います。
福島会長
多分、大阪のまち歩きをしてもらうと、自分がガイドブックを見ながらやるのもあるのですが、この前テレビでやっていたのは、スイスホテルが裏なんばをサービスで10人ぐらい集め、ホテルの社員が案内するというものです。参加された方が、すばらしいと褒めていました。今は小さいですけど、そういうソフトは優先順位をつけながらすればいいと思います。産業の高度化というのでしょうか、観光サービスの少し高度化をすることが、お客さんの心を打ってリピートにつながるのではないかと思います。

高橋委員
地域限定の会長がおっしゃられた案内通訳というのは、地元の自治体にそのニーズがあるかどうかということによって、観光庁、国土交通省のほうの判断というのは出てくるわけですから、私は当然そうするべきだと思います。というのは、全国共通どこでも通じるというガイドさんというのは試験が難し過ぎるのですよ。この皆さん方が地域限定について、どちらかというと自分たちの職場が奪われるというような意識があって、あまり積極的な導入ができない自治体もあったと思います。ただ、それは以前のインバウンドの客数のときの話であって、今のように、もしかすると1,800万から2,000万人の外国人客が来るという状況ではありませんので、僕は会長がおっしゃられるような職業として観光が選択しやすくなるということを、やはり後押しすべきではないかなと思います。和歌山県に田辺市熊野ツーリズムビューローというのがあるのですが、あの地区だけの限定ガイドを採用するようになってから、お客さんの数がその組織ができてから700％以上になっているということもあって、職業としてそれを取り扱う、やってみたいという方が出てくるわけですから、そのほうが私もいいと思いますね。
田中委員
そういう場合、例えば職業というか、それを養成するのはどなたが養成するのですか。
高橋委員
養成をするというか、自分たちで勉強して、国家資格を取るしかないのですよ。

福島会長
それを地域限定に。

田中委員
なるほどなるほど。ああ、そういうことですか。

高橋委員
地域限定にするとともに、こういうような資格を取るための後押しをするというのは、特に日本人の語学に対する拒否反応みたいなところからすると、あってもいいように思います。

角倉委員
確かに通訳案内士という資格はまことに……

福島会長
難しいでしょう、あれは。

角倉委員
難しいですね、はい。

福島会長
結局、このボランティアガイドだって、無料でできるのですよね。今言われたように、では市がやるとして、僕の持論は、昼飯代と交通費代は出さないといけないと思います。その金は誰が出すのかといえば、とりあえずスタートは行政がやって、上手く回ってきたら人材派遣会社などにビジネスとしてやってもらえばいいと思います。とりあえずスタートは。今、大阪市は、予算を減らしているのではないでしょうか。確か。大阪城でいっぱいしていますが、たまに行った際に聞いていると、一生懸命されています。大体が年配の男女の方です。ああいうのは、この前から出ている住民の不満にならないと思います。ですので、全部ゼロでやるというのはきれいごとなので、手当てはなしですが、交通費と昼御飯代だけ出したらいいのではないかと思います。その財源は、それは普通なら市がするわけでしょうか。それは府ではないということですね。
事務局：大河内参事
そこは、大阪府として、ここが何らかの形で何か施策の構築をするときに、スキームの中では必ずしもそうではないというのはあるかもわかりません。

福島会長
それともう１つ質問なのですが、この前も大河内さんに言いましたが、資料の真ん中ぐらいに、ＩＣＴの活用とおもてなし対応支援で宿泊施設等における24時間の通訳コールセンター業務とあるでしょう。これ100万円ですよね。これ、どんな仕事しているのでしょうか。外国人が何か困ったことがあったと、例えば財布なくしたと、そのときそこに電話するということでしょうか。これは、よその国では結構やっています。こういうのこそ一番、ＩＣＴを使えば、何かすごい最先端のエリアになるのではないかと思います。病気などですね。
事務局：大河内参事
京都市さんが取り組まれておられる事業に京都府さんや滋賀県さんも参画という形で広がりを見せつつあるものです。ここでの事業についてお聞きいたしますと、ＩＣＴも徐々に発展をしていっておりますので、メニュー的にはいろいろあるようでございます。ここで記載させていただいているメニューとしては、コールセンターに登録をした京都市さんでしたら交通局関連施設でありますとか宿泊施設等が登録した施設が、一定最初の登録料をお払いして、そこでコールセンターの電話番号なりを登録、それぞれの施設がコールセンターに連絡をするという、そんな非常に簡易なやり方です。また、それよりさらにもっと一歩踏み込むような形でのシステムとしては、タブレットやパソコンなどのＩＣＴを使っていわゆるテレビ電話のようなものもあります。制度といいますか、そういうものあるようではございますが、ここでのシステムはそういうようなものを取り組まれているということです。
福島会長
海外のお客さんが関西、大阪へ来たときに急に病気になったと、こういう場合にすごく困ります。これはスマホで対応できるのではないかという声もあるのですが、スマホで病院のリストが出てくるなど、何かそういうこともお客さん目線に立ったらすごく安心なまちだと思います。何かそういうのはこういうＩＣＴを使ってやれば、田中先生、安全・安心は当然ですよね、緊急対応ということで。
田中委員
そうですね、緊急事態ですので。

福島会長
これも、外国人観光客が2,000万人、3,000万人来たときに、いろいろな安全安心、地震や津波の対応は、国籍が別なのでしないというわけにはいかないと思います。１つは国全体のことかもしれませんが、何かそういうことも少し入ればと思います。要はおもてなしの中心、先進エリアは大阪という、他自治体等が行っていることをやってもあまり先進性はないので、何かそういうのが少しないかと、これは自分の意見として思っているのですが、おおそうかと、すごく先進的だと、大阪のこの受け入れ環境は、日本で初めてやっていると、しかもすごくお客様の安心や満足度を高めるようなものだというものが、何かＩＣＴで括ってできないかと思うのですが。
高橋委員
たしか京都市さんのものはＫＤＤＩのオペレーターのあいた時間の活用ですよね。ですから…
福島会長
あ、それでですか。

高橋委員
ええ。いわゆる範囲の経済性が生きるビジネスモデルだと思いますよ。だから、それは、最終的には誰がお金を払っているかというと、入会金や会費など、それに参画したいと思っている民間事業者の方がお金を払うわけなので、こういうような仕組みをうまくまとめていくというのかな…
福島会長
コールセンターが、ＫＤＤＩですとまず出るわけですね、受ける人が。

高橋委員
その電話番号がかかってきたら多分ＫＤＤＩとは出ないと思います。多分、京都市何とかですと出るのではないでしょうか。かかってくる電話番号で対応の仕方が変わるということです。こういうのは本当に小さな民間会社も始めています。ですから、それは民間事業者の育成ということも含めて、民間で使えるものは使っていくということで、これはいいと思いますね。100万しか予算要求していないという点もすごいと思います。
福島会長
桁が違うなと思いまして。いいなと思いました。

高橋委員
こういうものほど本当に持続可能性があるというふうに思います。

福島会長
今、皆さんが言われたのは、持続可能、受益者の整理の仕方、それから安心・安全は当然ですね、それから官と民のすみ分け、緊急避難的なもの、それから大阪、官でしかできないことですね。それで民がやることと、官がまずスタートして、途中でバトンタッチし、民間にビジネスをしてもらうというものと、何種類か入っていると思います。
高橋委員
あまり言うとまた岡本局長に怒られてしまうかもしれませんが、先ほど、いわゆる民泊を認めていくというようなことになったときに一番問題なのは、誰が泊まるのかがわからないということや、泊まった方がそこの住居の中にあるものを盗んで帰った、物を壊したなどこういうようなことが、こうした制度を活用してやっていこうとしたときに障害のある点なのです。こういうようなものについて、最初に官が保険制度をつくり上げ、１つの事業として一定のマーケットができ上がってきたときに、こうした保険制度を民間に委ねていくという流れができ上がっていくのではないかと思います。こういう受け入れ体制の整備というのは、将来どうなるのかということを見越した上で、議論が進んでいくと、会長がおっしゃったように大阪が初めてのということができるはずだと思います。ただ、今は、例示として書いていただいているので、その他の自治体ということなのだろうと思いますが、本来は、こういう新しいマーケットや新しいビジネスができるだろうという想定の中で議論をしていくと、大阪らしいとか、大阪が初めてのということになると思いますので、何か積極果敢に、ほかのところが主体であったとしても、議論をしてそれをそこにぶつけていくということがあるほうがいいのではないかというように思います。あまり

言うとまた怒られるので、局長ごめんなさい。
福島会長
いや、この会はフリーで議論していただいて、結構でございます。
ここの３の「文化・生活習慣に配慮した対応」で、おもてなし意識の向上というのがあります。これについて、今うちの空港でやろうとしていることなのですが、中国の方の一部でマナーがすごく悪いわけですね、前回もでましたように、トイレの使い方がやはりものすごく悪いのです。それを、ちゃんとしなさいと言うのもいいのですが、今、僕が言っているのは、現地のエアラインに、パンフレットをつくりまして、日本に行けば、１つ、たくさん人がいるところでは大声で話すのをやめましょう、トイレはきちっと座って水を流しましょうなどというのを書いて、それの下に中国のエアラインの名前を入れ、それを飛行機のポケットに入れて、来るときに彼、彼女らに見てもらうということを考えています。これを、日本でやると少し上から目線のようになるのではないか、と僕らは商売しているのでと思いますが、やはりそういうところもいると思います。福井県の観光おもてなしハンドブックとはどんなものをつくっているのでしょうか。これ外国人に配っているのでしょうか。配っているのでしょうね。たった1,000部なので。
事務局：大河内参事
福井県のほうに確認いたしますと、先ほどちょっとご説明させていただきましたとおり、どちらかというとつくった当初の目的が、観光振興という位置づけで作成されておらないようで、国際交流的な位置づけでおつくりになったものを観光振興にも少し反映しているようです。あまり積極的に県民さんなどにまでは配布はされていないということですが、他府県の北海道のあたりでは外国人観光客接遇マニュアルというものもおつくりになられているそうです。他団体でも広がりがございますので、その辺はまた今後しばらく他の自治体の事例も追跡調査をしたいとは思っております。
福島会長
大阪観光局で、そういうパンフレットをつくって配るとしたらどうなるのでしょうか。お客さん向けに。費用は大したことないですね。「来てくれてありがとう」と、「声がでかい」など、それも少し上から目線ではないかとも思いますが、よく社内でも、あるのです。マナーが悪いという話が。北京政府は盛んに言っているわけです。中国人に対して、海外旅行へ行く人は、マナーをよくしなさいと。北京政府は、自国の人たちというのは構わないのですが、中国人がいっぱい来たときに、うちの空港で、皆さん、これに気つけてくださいというのは、少し何となく……。

高橋委員
会長のアイデアがいいと思うのは、日本の場合は海に囲まれているので大抵の場合は飛行機で来るわけです。シートポケットは必ず見ますので、あれにいれるという、今のアイデアはいいと思いますよ。
福島会長
僕は飛行機のポケット入れようと思っているのですよ。

高橋委員
ええ、シートポケット……

福島会長
それは関西空港ではないですよ。そのエアラインの名前で。
高橋委員
あ、座席の中。

福島会長
そのパンフレットをうちで出して、費用はしれていますので。中国の人が中国の人に対してちゃんとマナー守りなさいとするのです、日本に行ったら。

高橋委員
なるほど。日本航空には使えないですね。

福島会長
ほか、どうでしょうかね。

田中委員
あと、この前までの議論ででていました観光バスや、あの渋滞など何かいろいろなものは、基本的には、まず民間でできるところまでまず民間でするという、そういう理解でいいのでしょうか。この部分は、そこについてはあまり書いていません。つまり、そういう今までの議論のあった、例えば急激に観光客が増える、あるいはそのことによって観光バスがめちゃくちゃ増え、とまるところがないなどという、今、大阪が何とかしないといけないというそういうものについての対応は、とりあえずはここの大阪府が関与するということの優先順位の中には入れずに、やはりそこは民間でどこまでいけるかということでまず対応してもらうという、そういうことといわばセットになっているという、そういう理解でよろしいのでしょうか。

福島会長
そう思います。行政がやるのは駐車場を確保することです。ただ、ホテルあたりになるとまた少し、今の民泊の規制緩和の問題や、ホテルをつくれば少し税金を減免するなど、何かそういうことは出てくるかもしれません。軽率に言うのはいかがかと思いますが。そういう意味では官と民の役割はやっぱり結構難しいですね。
Ｗｉ－Ｆｉでも、関空の話をすると、お客さんからつながりが悪いと言われましたので、去年、一応パーフェクトにしました。これについてはやはりお金かなりかかるのです。うちはＣＳ業だということで割り切ってやります。今度、夜中の24時、０時、１時、２時、３時、４時、５時でバスを出すのですけど、これは少しいろいろな仕掛けがありまして、バスの事業者さんに対しては、あまりこういうところで言えませんが、一定の契約、スキームがあり、我が方もそれなりに支援をしますのでお願いしますとするのです。すると、バス事業者さんもお客さんが多いので、わかりました、やりましょうとなるのです。実際は、この官と民の区分け、それからさっき出ている持続可能性のもの、いやもう緊急的に今やらなければならないなど、そういうものがこの資料の右側に整理されて出てくるのではないかなと思います。
あのガイドブックについてはこの前、玉岡先生が、それはつくらなくていいと言われていましたが、これは結構お客さんから人気があるのです。これを有料で売るとなると評判が悪くなります。大阪はケチだと。業界では、無料ですよね。世界中、有料のガイドブックって、聞いたことないですよね。なかなかそういう意味では、プライオリティーをつけるとかになると、難しいですね。ほかに何か漏れはないでしょうか。視点は、お客様が喜んでいただいて大阪に何度も来ていただく、お客様満足度を高めるためということで、角倉さん何かありますか。一番プロでしょうから。
角倉委員
もともと関西エリアというのは、私が認識している限りではリピーターの方は多いところであると。
福島会長
そうですね。

角倉委員
それは何が理由なのだというのは、いろいろあろうかとは思いますけど、もちろん歴史・文化、その中でも特にと聞いていますのは、人。それと食というのもやはり聞いております。具体的にではこういうのというのが、すみません、ぱっと出てこないのですけれども、この中で飲食店におけるという部分、食に関するところを強いて探しますと多言語対応というところなのですけども、何か、インフォメーション的な形で、外国語も対応可能、あるいはそういうインフォメーションがわかるような何かシステムというのはどうでしょうか。非常に細かいことかもしれないのですが。
福島会長
関西国際空港の飲食店や物販店については、空港の中にテナントさんの協議会があります。
角倉委員
ああ、なるほど。

福島会長
ですからそこで語学研修をさせるのです。これはテナントさんも、我々の新関空会社も出して両方でずっと、そこにいるスタッフさんの、英語、韓国語、中国語についてしています。それから多言語のメニューについては、たしかほんの気は心、何か支援していたと思いますね、やってくださいと。理想は何もしなくても、店舗が儲かるのだからやってほしいですが、建前上それはそうはいかないところもあります。呼び水というのか。
高橋委員
食に関してはプライスラインに昨年株価が割れたオープンテーブルという会社が、アメリカのサンフランシスコにありまして、日本でも東京を中心に今3,000店舗から4,000店舗の開発が進んでいるのですが、オンラインで即時予約ができるのです。例えば逆に私たちが予約入れるときに、今日の７時のサンフランシスコ、ノースビーチでイタリアンを４人で予約しようと、この時点で予約が入って、時差があるので今から食べに行けるわけです。こういうようなシステムが民間で当たり前化し始めているということになると、それは多言語表示というのが中間支援をしてくれるオープンテーブル自身がやってくれるわけです。私たちが、予約をとって行くというようなところは、結構客単価が高いところだと思います、海外でも。その場でまち歩きをしながらここに入ろうかというようなのは空いているかどうかだけわかればいいので。こういうことも含めて、今何が進んでいるかということを知ることが、僕は行政の皆さん方にとってすごく大事なことだと思います。政策の選択において。その上で足りないものは何かということを整理していくと、どちらかというと街なかではなく、飲食店の関係のほうでももっと郊外の、プライスラインやオープンテーブル、あるいはぐるなびなどが、対応していないというようなところが支援対象にならざるを得ないということになってくると思います。個別に今の観光客の観光動向に合わせ、観光消費のあり方に合わせ、そのときそのときにしっかりとチェックしていくということは必要だと思います。
福島会長
やはりそれも、ＩＣＴを使ったおもてなしのいろんな知恵出しですね。お客さんが困っていることについて。

高橋委員
そこで１回つくってしまうと、そのメニューを多言語表示にしようと思っても、ほかの店でもよそでつくったものが簡単に変わっていくわけです。多分ここでＩＣＴを活用した多言語メニュー支援というのが5,000万しか用意されていないというのは、一旦つくればほかのところに横展開で適用できるということです。そういう意味でいえば、ＩＣＴの活用によって費用もかなり下がる可能性はあると思います。
福島会長
どうでしょうか。何か、皆さん方の中で、これは絶対優先順位が高いというものがありましたらご意見いただいて、この議論も閉めようと思いますが。実際、大体こういう項目は現場からは上がっている項目だと思います。また、ハラルなどは、おろしていますよね、事業者がやるべきだと。そういうことでしょう。

事務局：大河内参事
ムスリムのハラル対応につきまして、若干そういう関係団体と非公式に意見交換をした中では、いわゆるＩＳ問題の影響があるということで、実際にはハラル対応をされているところでも、なかなか対外的にそういうことをオープンにしづらいというような声も少しお聞きしております。
福島会長　
協会の人からですか。

事務局：大河内参事
はい。
福島会長
ハラルの協会の人からですか。

事務局：大河内参事
いえ、外食産業のほうのそういう団体です。やはりＩＳの影響があるということを少しお聞きしています。
福島会長
アイエス……ああ、ＩＳ（国）ですね。

事務局：大河内参事
はい、イスラムなので。
福島会長　
うち（関西国際空港）はべたべたと張っていますけどね、レストランに。ああ、そういうことですか。
ほかに、皆さん、意見よろしいですか。大体今のところでいきますと、１つは官と民の役割分担で、１つは、そこには時間軸があるかもしれませんが、大阪府でしかできないこと、民間がやるべきこと、その中間もあるはずですね。それから、これはさきほど田中先生、緊急避難的なまさに急増どころか大急増している中でとにかくやらなければならないということで、そのときの負担については、時限立法というか緊急的な対応をしてもいいのではないかということ。それから受益者、これは高橋先生から受益者がはっきりしているかどうかと。結構このあたりは微妙な話もありますが、時間軸でいえば、基本的には民間がやりなさいということですが、スタートでは官が少し背中を押してあげるような項目も少しあるのかという気もします。それからやはり持続可能ということは大事な考え方ですね。一度そのあたりは次のところで少し整理できますでしょうか。おのずと優先順位も出てくるのかと思います。
田中委員
あと、１つは、次の議論に関連すると思うのですが、例えば仮にこういうふうにして施策をしていく場合に、大阪府でこういう金額に落とし込むために、他の県がどうかというのをもちろん参考にした場合にトータルでどうなるのかという話と、そしてもう１つは、今まで観光行政について大阪府が一体どれだけ投入してきたのか、つまり一体やろうとしている事業総額は幾らで、一体財源はどこからであり、本当にそれを大阪府から持ってこられるのか、あるいはそのときに、いやいや一気には無理だから順番でするのかなど、少しそのあたりの実現可能性について、何通りかのパターンのようなものをある程度つくるというような作業がこれ以降に必要というふうに思います。
福島会長
今先生がおっしゃったように、まさに現実もあり、財源も無尽蔵ではありませんし、その財源をどこからということもあります。ここにイメージが出ていますから、さきほど言ったような考え方と、優先順位、そのあたりで１回今言ったようなことを大河内さんのほうで上手にまとめていただいて、次回、もう一度ここのところの議論をさせていただくということでよろしゅうございますか。
（異議なし）
福島会長
はい。それが１つですね。
それからもう１つは、先ほど冒頭にありましたが、大阪のさらなる魅力づくりと戦略的なプロモーションの指針について、これは高橋先生からのご指摘もありましたので、どういったことを議論すべきかということも含め資料をつくっていただきまして、次回議論をさせていただきたいと思っています。そして、その後は、この事業の実施に必要な財源確保のあり方、これについても次回は少し議論をさせていただければと思っています。大体そういうようなところでよろしゅうございますか。
（異議なし）
福島会長
それからもう１つ、中間取りまとめまでに予定しておりました関係者、いろいろなステークホルダーさんいらっしゃいますので、そこの意見聴取につきまして、時間が少しタイトにもなっていますので、事務局と相談いたしまして私のほうに一任をさせていただければと思いますが、それでよろしゅうございますか。
（異議なし）
福島会長
はい。そういうことでさせていただこうというふうに思っております。

それから、予定ではちょっと早いですけども、今日の議事の最後といたしまして、これは、前回、私を含め委員の先生から、ベンチマーキングということで、東京都の宿泊税や海外の宿泊税等々、一度事例を調べてほしいということがありましたので、事務局のほうからご説明をいただきたいと思います。

事務局：大河内参事
それでは、事務局から説明をさせていただきます。申しわけございません、座って説明させていただきます。
まず、参考１といたしまして、「東京都の宿泊税について」という資料をごらんいただきたいと思います。

「東京都の宿泊税について」でございますが、内容といたしましてはそこに記載のとおり、「国際都市東京の魅力を高めるとともに、観光振興のための事業、例えば、旅行者に分かりやすい案内標識の整備、観光案内所の運営、観光情報の提供、観光プロモーションなどの経費に充てるため、東京都が独自に課税をする地方税」ということで、法定外目的税として設置をされているものでございます。

課税対象といたしましては、「課税対象となるホテル又は旅館は、旅館業法に規定するホテル営業又は旅館営業の許可を受けてこれらの営業を行う施設」ということで定義づけられておりまして、「民宿やペンションなどは通常は課税対象施設とはならないが、これらの許可を得て営業している場合に、宿泊料金によっては課税されることがある」という整理をされておられるようでございます。

税率と実際の課税額につきましては、１万円未満が非課税、１万円以上１万5,000円未満が100円、１万5,000円以上が200円ということで徴収をされておるということでございます。実際には、都内のホテルまたは旅館に宿泊した場合に１人１泊の宿泊料金が１万円以上の場合に課税ということで、そこに記載のとおり、素泊まりの料金が課税対象になり、消費税の額でありますとか宿泊以外のサービスに相当する料金につきましては課税の対象にはしていないということでございます。
徴収方法につきましては、ホテルまたは旅館の経営者、宿泊事業者を特別徴収義務者といたしまして、当該ホテルとか旅館における宿泊に対する宿泊税を徴収しているということでございます。
次をめくっていただきまして、１つは、すみません、特別徴収交付金ということで、宿泊事業者、特別徴収義務者に対する奨励金といたしまして、東京都のほうでは納付された金額の1,000分の25、2.5％を交付金として支出されているということで、年間１団体100万円を上限としての支出のようでございます。

実施時期は平成14年10月１日でございます。

東京都のほうでは、特に宿泊税について別会計処理という形をとっておられません。そこに記載の観光産業振興費ということで、東京都のほうが観光振興施策を実施する予算として計上されている予算費目の中の財源として組み込まれておるということでございます。経年的な経緯につきましてはそこに記載のとおりでございますが、実施時期として14年度が年度途中でございますので、平成15年度から平成25年度までの11年間の平均税収決算としては約11億6,000万ということでございます。

課税人員の推移はそこに記載のとおりでございますが、なお、その下の登録施設数の推移といたしましては、ホテル・旅館数ともおおむね増加傾向にあるということで、大阪府の場合、旅館については少し登録施設数が減少していることはございますが、東京はホテル・旅館とも増加傾向にあるというようなことでございます。
もう一枚、またページをめくっていただきまして、これまで東京都のほうが取り組んできた主な観光客受入整備事業ということで、幾つかのものを列挙させていただいております。先ほど申し上げましたとおり、特に東京都さんのほうでは平成14年の施行以降、５年後、10年後という形で実際の実施状況についての報告書を取りまとめておられますが、特に宿泊税についてという形での事業の整理がなされておりません。あくまでもここは東京都として観光産業振興事業として取り組まれてきた受入環境整備ということの整理で、そこに記載のようなものが実際に今まで整備をされてきたというようなところでございます。特に５年、10年の報告書の中であえて記載がされていますのが、一番冒頭の都内37施設の割引入場券付きウェルカムカード（８言語９種類）の作成でありますとか、その下のほうの東京観光情報センターを都内３カ所に設置というものです。
それから、導入までのスケジュールといたしましては、平成13年12月19日、東京都の宿泊税条例案可決・成立をいたしまして、総務大臣等の協議を経て平成14年10月１日施行ということでございます。

東京都の宿泊税に関する説明は以上のとおりでございます。

次に、参考資料の２といたしまして、「海外における主な宿泊税等の事例」ということでご紹介をさせていただきたいと思います。

なお、この資料につきましては、私ども事務局がホームページ等で、調査といいますか、お調べをさせていただきましたもので、これ以外にもかなり他の国では事例としてはあるのですが、参考資料の出典等がちょっとはっきりしないものについては除外するというような形もとりまして、一応代表的なものというご理解で、そこに記載のとおりの事例をご紹介させていただきたいと思います。

まず国別で、アメリカのほうではロサンゼルス市、サンディエゴ市、ニューヨーク市、ハワイのほうでそれらの宿泊税等が実際に課税をされているということで、ロサンゼルス市におきましてはＴＭＤ課税ということで、下段に米印でTourism Marketing Districtということで、いわゆる観光マーケティング地区というものを想定した中で、その中のホテルについて売り上げ時に課税する仕組みということで、徴収対象としてはロサンゼルス市内の50室以上を有するホテルの宿泊者に課税をしているというものでございます。税率等については宿泊料の1.5％、使途についてはロサンゼルスＴＭＤでのビジネス会議や観光旅行のためのプロモーション活動に利用という形で使途を定められておられるようでございます。
サンディエゴ市もロサンゼルス市と同様ＴＭＤ課税ということで、徴収対象としましてはサンディエゴ市内の30部屋以上の宿泊施設とサンディエゴ市内の上記以外の宿泊施設ということで、これは税率等の差でそこの対象施設徴収対象を分けておられるということでございます。税率については、30部屋以上の宿泊施設については宿泊料の２％、それ以外の施設については0.55％ということでございます。使途はサンディエゴの観光プロモーションに活用ということでございます。

また、ニューヨーク市につきましてはホテルユニットフィーということで、ニューヨーク市内のホテル宿泊者、それから、仲介業者ということで、宿泊者が仲介業者を通して予約した場合ということで徴収対象を定めておられるようでございます。税率等につきましてはいわゆる定額制的なもので、宿泊料に応じて0.5ドルから２ドルまでということで４段階設けておられるということでございます。使途につきましては、ロサンゼルス市、サンディエゴ市同様、ＴＭＤの観光開発とかプロモーションなどの幅広い使途ということでございます。

ハワイは宿泊税ということで宿泊施設等を対象に徴収対象として設けておられます。朝食代金等のサービス料を除いた室料の9.25％ということで、直近のデータではもしかしたら税率が改定されておるかもわかりませんが、一応9.25％ということで確認をいたしております。使途は、ハワイの観光機関でありますハワイ・ツーリズム・オーソリティーを通じまして、ハワイ州の観光促進に活用ということでございます。
あと、ヨーロッパのほうでございますが、まずイタリアのローマのほうでは滞在税という名目で11歳以上のローマに宿泊する旅行者に対しての課税ということで、こちらのほうは税率につきましてはホテルのランクによって何段階も設けておられるようで、１つ、２つ星ホテルから５つ星ホテルまで４段階での設定をされておられます。さらにローマのほうでは農家民泊でありますとかアパート、もしくはＢ＆Ｂ、部屋貸しという形で細分化されて課税をされているということでございます。使途につきましては、宿泊施設の維持、文化財及び景観の維持・再生、それに関連する地方公共サービスの維持・再生を含む観光業への財政的支援に活用ということで、かなり幅広く使途のほうは使われておられるように書かれています。
フランスのパリも滞在税といたしまして、18歳以上、パリの20区内のホテルに滞在する旅行者を徴収対象といたしております。１人１泊につきということで、これもイタリア、ローマと同様、ホテルのランクづけによりまして、パレスホテルから１つ星ホテル、Ｂ＆Ｂまで約６段階に単価設定をされておられるようでございます。使途については観光プロモーション等に活用ということでございます。
最後に、ドイツのベルリンのほうは宿泊税といたしまして徴収対象をベルリンに宿泊する旅行者ということで、朝食代金等のサービス料を除いた室料の５％と税率等を定めておられるようでございます。使途については、観光振興のため、税の一部を博物館や観光名所への支援に活用ということでございます。
何分、インターネット等を通じての情報収集でございますので、不十分な点があろうかと思いますが、事務局のほうで調べた範囲としてご説明をさせていただきました。

以上のとおりでございます。

福島会長
はい、どうもありがとうございました。今のは、説明のみでよろしいですね。
　
　（異議なし）
　　
福島会長
では、少し早いですが、最後に岡本局長のほうから何かございましたら。
事務局：岡本局長　
本当に今日はお忙しい中ありがとうございました。今日は、冒頭に議論が出ましたとおり、やはりもう１つの課題、プロモーション等々についても、スケジュール的にはやはり我々は議会があり、どういう議論をしているのかというのを報告しなければなりませんので、一旦中間報告をさせていただきますが、中間結果報告まで十分に議論ができるかわかりませんけれども、次回から取り入れていき、中間報告の最終までに一定の議論をしていただきたいとは思っております。それ以外でも幾つも、観光についていろいろな課題がございますので、あげればきりなくいろいろ話題が広がるのですが、一定、方向を１つにまとめていただきたいというところもございますので、そこのところはよろしくお願いしたいと思います。

それから、会長のほうから出ましたとおり、何か大阪らしい、大阪というのは、こういう独特のまち、大阪というまちに特に何か必要なものは何だろうかというのがあるのかどうか、ほかと全部一律ではなく、大阪に必要なこと、特に大阪に求められることはどういうことなのかというのがあれば、またここはご意見をいただければと思います。本当に本日はありがとうございました。

福島会長
それでは第３回目の大阪府観光客受入環境整備の推進に関する調査検討会議についてこれをもちまして閉会とさせていただきます。本日は、委員の皆さん方、大変お疲れさまでした。ありがとうございました。
司　会

　以上をもちまして、本日の検討会議を終了させていただきます。どうもありがとうございました。


